
  

若林一丁目地区地区街づくり計画を次のように変更する。 

名 称 若林一丁目地区地区街づくり計画 

位 置 世田谷区若林一丁目全域 

面 積 約 18.0ha 

街づくりの 

目標 

本地区は、環状七号線や世田谷通り沿道に、マンションや商業施設等が立地し

ている。しかし、地区内には狭あい道路や行き止まり道路が多く、木造住宅が

密集しているなど、防災上の危険性が指摘されている。また、住環境の面にお

いては、烏山川緑道や広場、保存樹木等が存在しているが、地区内にはみどり

空間が少ない状況である。 

そのため、防災性の向上、住環境の改善を図り、「安全・安心に住み続けられ

るみどり豊かな街」を計画の目標とする。 

１ 災害に強い安全な街 

２ 安心して住み続けられる街 

３ みどり豊かな散策を楽しめる街 

４ 商業施設と住宅が調和した街 

土地利用の 

方針 

地区特性に合わせて地区を区分し、適切な土地利用を目指す。 

１ 住宅地区 

（東急世田谷線以北） 

過去の耕地整理等による良好な都市基盤を活かしつつ、老朽住宅等の建

て替え、不燃化などを推進するとともに、烏山川緑道や公園等のまとま

ったみどりと沿道緑化等による宅地内のみどりの拡充を図りながら、み

どり豊かな住宅地の形成を図る。 

（東急世田谷線以南） 

災害時の安全な避難機能を確保するため、老朽住宅等の建て替え、不燃

化などを推進するとともに、狭あい道路の整備等により避難経路の確保

や沿道緑化などを進めながら、みどり豊かな住宅地の形成を図る。 

２ 沿道商業地区 

（環状七号線沿道） 

後背住宅地への居住環境に配慮しながら幹線道路沿道にふさわしい商

業・業務・沿道サービス施設等の良好な沿道環境を形成する。 

（世田谷通り沿道） 

広域生活拠点としての三軒茶屋駅周辺地区につながる商業・業務・沿道

サービス施設等と周辺住宅地が調和した良好な沿道環境を形成する。 



  

建物づくりの

方針 

災害に強い建物づくりを進めるとともに、良好な住宅地としての市街地環境形

成に寄与する建物づくりを目指す。 

１ 地区の防災性を向上し、燃え広がらない街を形成するため、建築物の構

造の制限を定める。 

２ 建物が密集することによる住環境の低下を防ぐため、建築物の敷地面積

の最低限度を定める。 

３ 良好な市街地環境の確保を図るため、住宅地区において建築物等の高さ

の最高限度を定める。 

４ 沿道緑化の推進を図るとともに、災害防止のため、垣又はさくの構造の

制限を定める。 

５ 良好な住環境の維持、または改善を図るため、住宅地区において隣地境

界線からの壁面の位置の制限を定める。 

６ 良好で健全な住環境の形成を図るため、沿道商業地区において建築物の

用途の制限を定める。 

７ 良好な居住水準の確保を図るため、共同住宅等に関する制限を定める。  

道づくりの方

針 

１ 地区内部において、避難経路や消防活動路線の確保に資する路線におけ

る防災上有効な空間の確保を図る。 

２ 交差点での見通し確保、車両等の通行をスムーズにするため、交差点で

の隅切りの設置に努める。 

３ 狭あい道路については、建築基準法に基づき、建て替えに併せて道路空

間の確保を進める。 

みどりづくり

の方針 

１ みどり豊かで潤いのある街並みを形成するため、敷地内緑化、沿道部緑

化などにより、緑化を推進することに努める。 

２ 建築物の敷地内に、雨水の流出を抑制するための施設を整備することに

努める。 

地 区

の 

区 分 

名称 住宅地区 沿道商業地区 

面積 約 15.4ha 約 2.6ha 

建築物の構造 
東京都建築安全条例（昭和25年12月7日東京都条例第89号）第7条の3に定める

構造とする。 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

建築物の敷地面積は、次に掲げる数値

以上でなければならない。 

60 ㎡ 

― 

建築物等の 

高さの 

最高限度 

建築物等の高さの最高限度は、次に掲

げる数値以下でなければならない。 

15ｍ 

― 

垣又はさくの 

構造の制限 

道路や公園・緑道等に面する側にコンクリートブロック塀等をつくる場合に

は、高さ６０ｃｍ以下とする。 



  

建築物等の 

壁面の 

位置の制限 

隣地境界線から建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面までの距離は、次に

掲げる数値以上とする。 

50 ㎝ 

― 

建築物等の 

用途の制限 
― 

風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律（昭和 23 年 7 月 10 日

法律第 122 号）第 2条第 1項各号（第

4号を除く。）又は第６項各号に該当す

る営業の用に供する建築物は建築し

てはならない。 

共同住宅の 

管理等 

１ 住戸面積は「25 ㎡以上」に努める。 

２ 住戸数以上の駐輪場を敷地内に設ける。 

３ ゴミ置場を敷地内に設置することを、清掃事務所と協議する。 

主要な区画道

路の空間確保 

建築敷地において、主要な区画道路の中心線から水平距離３ｍ以内は、建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面は建築してはならない。出窓・軒その他これらに類するものが、壁

面の位置の制限のうち、主要な区画道路の規定により建築物の外壁又はこれに

代わる柱を設けることが出来ないこととなる敷地の部分に突出する形状とし

てはならない。 

ただし、面積が６０㎡未満の建築敷地、または、地区街づくり計画策定以前より形質変更の

無い建築敷地において、主要な区画道路側の敷地境界と相対する敷地境界線からの水平距離

が５ｍ未満の部分については当該規定を適用しない。 

交差点や 

カーブの改善 

道路と道路が交わる角敷地（隅角が 120 度以上の場合を除く）では、底辺２ｍ

の二等辺三角形の隅切りの設置に努める。 

狭あい道路の

整備促進 

１ 狭あい道路沿道では、道路中心線から建築物の外壁又はこれに代わる柱の面まで

の距離は、「２ｍ以上」とする。 

２ 狭あい道路のセットバック部分は、花壇を築造したり、プランター、自動車、バ

イク、自転車等を置いたりせず、平常時の緊急車両の通行の妨げとならないよう

にする。 

３ 門や塀は建て替えにあわせて必ず後退し、角敷地（隅角が 120 度以上の場合を除

く）では底辺２ｍの二等辺三角形の隅切りを設置する。 

４ 後退した部分は、併せて狭あい道路拡幅整備事業を活用して道路状に整備する。 

敷地内の緑化 

１ 世田谷区みどりの基本条例（平成 17 年 3 月 14 日世田谷区条例第 13 号）

に基づき緑化を推進する。 

２ 上記条例の届出の対象にならない敷地においては、敷地面積の５％以上の

緑化に努めるとともに、道路に面する側の接する長さの１／３以上を生垣

化や緑化に努める。 

水環境への 

配慮 

建築物の敷地内に、浸透地下埋設管、浸透ます、透水性舗装、雨水タンク等の

施設を整備することに努める。 



  

 


